
外郭団体基本情報 【監理団体用】

１．団体概要 年3月31日現在
団体名

法人番号
所在地
電話 FAX

ホームページアドレス
代表者

設立年月日
設立根拠法令

 外部監査の実施状況

２．資本金等 年3月31日現在
資本金・基本金 千円 千円 ％

市以外の主な出資者　※出資者には、社会福祉法人の寄付者も含みます。
名称 出資額 出資率

千円 ％
千円 千円

３．財務状況
（１）貸借対照表

備考
※増減の理由等

（２）正味財産増減計算書
備考
※増減の理由等

単位：千円

00

うち市の出資・出えん金 市出資・出えん割合

項目

項目

経常損益
経常費用

流動負債
負債

流動資産以外の資産
流動資産

総資産

一般正味財産
正味財産合計

うち借入金
固定負債

うち市補助金
経常収益

28,856

当期損益（税引後）
特別損失
特別利益

うち市指定管理料
うち市委託料

0 0 0.0

0 0 0.0

▲ 1,443 230 769 234.3 委託費の減少による

▲ 1,256 348 925 165.8 委託費の減少による
0 0 0 0.0

0

2021年度 2022年度 2023年度
対前年
増減比

▲ 5.1

28,259 30,835 28,985 ▲ 6.0

27,004 31,183 29,910 ▲ 4.1
0 0 0 0.0

26,434 30,404
0

9,133 9,363 11,033 17.8
6,133 6,363 7,133 12.1

3,000 3,000 100

なし

市出資出えん金額
の根拠

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律153条2項に定められた300万円を拠出してい
る。

2,833 3,700 3,655 ▲ 1.2

14,688 12.4
8,158 9,491 10,520 10.8

4,168

市民部市民協働推進課

無

2022年度 2023年度
対前年
増減比

市の損失補償 0 市の借入保証 0

 市所管課

実施体制
実施内容（又は実施しない理由） 市の包括外部監査等の対象となるため

2021年度

2024

単位：千円

事業内容

（1）地域活動に関するコーディネート事業　（2）地域活動に関する情報収集及び発信事業
（3）地域活動を行う組織に対する基盤強化事業　（4）地域活動に関する人材育成事業
（5）地域活動に関する調査研究事業　（6）地域活動に関する資金調達事業
（7）その他この法人の目的を達成するために必要な事業
有

町田市原町田4-9-8
042-785-4871 042-785-4872
https://machida-support.or.jp/
榎本　悦次
2019年4月8日

団体設立後から現在
に至るまでの主な経緯

多様な地域の課題を解決する方策の一つとして、市内の地域活動団体の増加及び活動の活
性化を図る必要がある。地域住民、企業、他団体等との橋渡し役を担いつつ、活動の継続性
を高め、より発展的な事業展開に向けた支援を専門的に行う団体として、2019年4月に設立。

有個人情報保護制度の有無情報公開制度の有無

一般財団法人町田市地域活動サポートオフィス
8012305001879

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

設立目的
市内で活動する団体、地域住民、企業、大学などの連携、協働を促進し、ひと、もの、かね、
場、情報などの資源を市内で活動する団体自らが十分に活用できるよう支援することで、地
域における課題解決の取組みの充実、拡大につなげることを目的とする。

2024

0 0 0 0.0

11,966 13,063

0 0 0 0.0

16.7
2,833 3,700 3,655 ▲ 1.2
3,808 3,572
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※各団体が準拠すべき会計基準等により、下記のとおり読み替える。
〔会社法法人〕経常収益→売上高（又は営業収益）＋営業外収益　経常費用→売上原価＋販売費＋一般管理費＋営業外費用
〔公益法人〕経常収益→一般正味財産増減の部の経常収益　経常費用→一般正味財産増減の部の経常費用

特別利益→一般正味財産増減の部の経常外収益　特別損失→一般正味財産増減の部の経常外費用
当期損益→当期一般正味財産増減額

〔社会福祉法人〕経常収益→サービス活動収益+サービス活動外収益　当期損益→当期活動増減差額
〔土地開発公社〕経常収益→事業収益＋その他経常収益　経常費用→事業原価＋販売費及び一般管理費＋その他経常費用

（３）財務指標 単位：％
備考　※増減の理由等

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
※②の借入金には、当市貸付金も含みます。

（４）当該団体への財政的援助
備考　※増減の理由等

①
②
③
④

⑤（参考）委託料のうち、特命随意契約によるもののみ記載

（５）当該団体へのその他援助の内容（公有財産の使用許可等）団体の活動に必要な資産の状況

（６）その他
 ①

② 経営環境の変化に関する今後の見通し

③ 資産運用の方針と状況

④ 引当金の状況
規程有無

単位：千円

1

委託名（随意契約） 町田市地域活動サポートオフィスにおける中間支援業務委託

委託の内容
相談対応、伴走支援によるコーディネート事業、組織基盤強化及び人材育成事業、資金
調達支援事業の他、情報収集及び発信事業、他団体への調査研究事業等を実施。

随意契約の理由
市内の地域活動団体と一定の関係性を築き、行政にはない専門性や知見を備え、きめ細
やかな支援を行いうる唯一の者であることから、随意契約としている。

委託料（千円）
2021年度 2022年度 2023年度

26,245 26,245 26,245

名称 内容 残高（千円）

0 0

2021年度 2022年度 2023年度

利子補給金
補助金（助成金）・交付金・負担金

自己資本比率 〔純資産/資産×100〕

当市指定管理料比率〔市指定管理料/経常収益×100〕

当市委託料比率 〔市委託料/経常収益×100〕

当市補助金比率 〔市補助金/経常収益×100〕
経常収支比率 〔経常収益/経常費用×100〕
流動比率 〔流動資産/流動負債×100〕
借入金依存度 〔借入金負債/資産×100〕

項目

当市貸付金比率 〔市貸付金/資産×100〕

項目 2021年度

0 0 0

2022年度 2023年度
76.3 71.7 75.1

97.9 97.5 96.5

0.0 0.0 0.0

0 0 0

-
---

- - -

26,434 30,404 28,856

0 0 0
0 0 0

0

⑥（参考）指定管理料

なし

新型コロナウイルス感染症の5類への移行に伴い、地域の活動が再開、活性化している一
方で、高齢化、解散する団体もあることから、行政を含む多様な団体と協働をできる団体
を育成する必要がある。

外部要因によるもの

財務諸表の確認

損失補償・借入保証契約に係る債務残高
貸付金残高

業務量増加、組織の持続的運営への対応を見越して、人材確保および人材育成を行う
必要がある。

内部要因によるもの

公有財産

⑤（参考）委託料

基本財産は全て定期預金として現金保有している。運用資産については現在保有していない。

自己所有 プリンター等

所有形態 内容（建物名称、取得経緯、公有財産使用許可理由など）
町田市民フォーラム：使用許可

毎月の収支について税理士による収支計算書の作成、確認。決算時に税理士による決算書
類の作成。

288.0 256.5 287.8
95.6 101.1 103.2

- -

適用会計基準

公有財産 町田市民フォーラム：使用許可

公益法人会計基準（平成２０年改正基準）及び当法人の会計処理規程
適用会計基準等の状況

区分

設備
建物
土地
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⑤ 収支の改善に向けた取り組み　　※補助金が削減された場合の方策を含む

４．役職員数 単位：人

５． 主要事業の内容と評価

市内の地域活動団体の実情を把握し、支援するための専門的な知見を備え、一定の自由度と柔軟性をもち地域や
活動団体に寄り添った中間支援業務を行うスキルと実績を持つ団体は他にないと考えている。

　2023年度は新規講座の実施また、ネットワーク組織を対象とした講座を開催した。このことにより、新たな地域活動
の層の開拓および新たな団体との接点をつくることができた。また、市内の活動団体が「まちカフェ！」に参加する方
法を複数設け、参加しやすい環境を作り、団体運営に関する講座も実施している。これらのことより、マッチングによる
他団体との関係構築、事業計画等策定などが行われ、活性化した団体数が増加した。
　今後は多様な活動・協働が生まれる対話の場を各地区や各分野に展開することにより、団体相互の連携・協働を更
に進めていく必要がある。また、新たに設置した「まちだづくり応援基金」の継続的な運用による資金調達支援の強化
を期待している。

①

団体の自己評価
　2023年度は団体ではなく、個人をメインターゲットとした新規連続講座「わたし×困りごと＝地域ではじめる小さなし
ごとづくりセミナー」を実施した。子育て世代の女性をメインターゲットとし、地域活動の新たな層の開拓となった。ま
た、市内の活動団体のネットワーク組織からの依頼による講座を実施し、新たな団体との接点づくりにつながった。
　当法人の活動を高く評価された方から90万円の寄付があり、市内の活動団体への助成を行う「まちだづくり応援基
金」を新たに設置した。これを基に寄付者のニーズ及び市内の活動団体のニーズに合致したプログラムを整備した。
併せて、基金を継続して運営していくことを目的とした寄付募集の仕組みを整備し、地域活動の支援方法を拡充し
た。

100 150
- -

- -
事業費
（単位：千円）

事業費
（単位：千円） -
指標：相談対応件数
（単位：件）

経費削減の方策と
実施状況

収入増加の方策と
実施状況

単独で実施していた事業を、他団体との協働実施やネットワークを活用した事業実施に変更
することで、人的資源やコストの効率化を図る。

1

講座やワークショップ等の収益事業を新たに受託することで、自主財源の確保を進めていく。

156 246実績

2021年度 2022年度 2023年度

目標 100

5

うち市あて職
正職員

目標 16 17 16
実績 28 28 18

同様の役割を担う類似団体や企業の存在の有無

市所管課の評価

③

事業名 事業内容

うち市からの派遣

2021年度

208

2023年度2022年度
-

②

事業名 事業内容

地域活動に関するコーディネー
ト事業

支援対象者に対し、地域活動全般に関する相談対応を事務所又は活動現場
にて行う。また、複数の主体が一体となり、取り組んでいる事業に伴走支援を実
施し、協働事業の実現を支援する。

事業名 事業内容

地域活動を行う組織に対する基
盤強化事業/人材育成事業

支援対象者のニーズや相談の状況等に応じて、市内で活動する団体や地域住
民を中心に、組織の基盤強化及び人材育成につながる講座やワークショップ等
を実施する。また、町田市市民協働フェスティバル「まちカフェ！」実行委員会
の事務局業務を行う。

0 0 0

項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考　※増減の理由等
役員

理事・取締役
うち市あて職

監事・監査役

5 5
4 4 4
2 2 2
1 1
0 0 0
3 3 3

指標：ヒアリング団体数
（単位：団体）

指標：講座実施回数
（単位：回）

目標 15 18 13
実績 16 21 15

地域活動に関する調査研究事
業

ボランティアの受け入れや寄付募集等、他団体の模範となる活動を行っている
市内ＮＰＯ法人及び市民活動団体に対してヒアリング調査を実施し、分析結果
を取りまとめ発信する。また、市外の中間支援組織等の支援状況把握のためヒ
アリングを実施する。

事業費
（単位：千円）

2021年度 2022年度 2023年度
- - -

3



６．当該団体への監査、外郭団体監理委員会による評価の結果※直近３ヵ年。ただし、未対応のものは除く。
（１）指導監督の実施状況

（２）外郭団体監理委員会の評価結果

（３）その他外部監査の評価結果

７．市所管課所見（現状と課題、今後の取り組み、外郭団体の必要性）

【注記】

１．金額について、千円未満の数値については、四捨五入しています。

２．複数の欄の合計値を他の項目の数値と一致させる必要がある項目については、四捨五入を行ってずれが生じてしまう場合、

    適宜端数調整を行っています。

シンポジウムおよび講座後に実施するアンケート
の満足度に関する項目の選択肢を５段階評価
（「非常に満足」、「満足」、「どちらでもない」、「不
満足」、「非常に不満足」）から４段階評価で把握
していただきたい。

改善状況
改善の内容及び今後の方向性

シンポジウムおよび講座後に実施するアンケート
の満足度に関する項目の選択肢を5段階評価
（「非常に満足」、「満足」、「どちらでもない」、「不
満足」、「非常に不満足」）から4段階評価（「非常
に満足」、「満足」、「やや不満」、「不満」）へ変更
した。

【現状と課題】
・団体のやりたいことと地域ニーズをマッチングする機会を創出し、団体の活動を活性化する必要がある。
・多様な主体が地域活動の解決に向けて取り組めるよう、さらなる活動の支援を行っていく必要がある。
・2023年度の寄付を基に「まちだづくり応援基金」が新たに設置された。
・地域活動サポートオフィスの設立から5年経過したことを契機にこれまでの振り返りと成果を発信していくことで更に
認知度向上を図る必要がある。
【今後の取組み】
・市民協働フェスティバル「まちカフェ！」等の様々なコンテンツを活用し、引き続き地域活動団体の活動の活性化を
図ることを期待する。
・「まちだづくり応援基金」による地域活動団体等への支援を行うことを期待する。
・地域活動サポートオフィスの振り返りと成果を周知し、認知度向上に努めるとともに、地域活動団体の活動の更なる
活性化を図り、地域活動の担い手のコミュニティを各地区や分野に創出することを期待する。

-

・代表理事、評議員、業務執行理事への就任による意思決定への関与。
・月1回開催する所管部との定例会における、事業実施に関する意見交換の実施。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る市の対応に準拠し、事業を実施することの指導。
・2021年度に実施した町田市監査委員による財政援助団体等の結果を踏まえた会計処理や決算事務に関する指
導。

評議会の議事録をホームページ等で公開してい
ないため、市民の方が議事録を閲覧できるよう、
ホームページ等での公開を検討するよう指導して
いただきたい。

評議員会の議事録を当法人のホームページへ
公開した。

①

意見内容

②
2024年度
完了予定

2024年度
完了予定

進捗状況
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